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＜要請内容＞
（１）空港整備勘定のあり方を見直し、本邦・外航の公平な負担に関する仕組みの構築
（２）航空機燃料税の段階的な引き下げ、将来的な廃止
（３）国際観光旅客税の航空分野への使途拡大、観光政策全体を見すえた税額の検討
（４）離島路線の補助制度拡充と近似する仕組みの地方路線への適用拡大
→ これらをパッケージとして「骨太の方針2025」および今後の予算等に反映

左から）道下大樹フォーラム事務局次長（衆）、大西健介税制調査会長（衆）
森山浩行フォーラムメンバー（衆）、城井崇フォーラムメンバー（衆）、小宮山泰子国土交通部門長（衆）
内藤会長、長谷川事務局長、神津健（衆）、稲富修二フォーラム事務局長（衆）、尾辻かな子（衆）

5月22日（木）、立憲民主党に
対して、航空政策の財源見直しに
関して「経済財政運営と改革の基
本方針2025」、いわゆる「骨太の
方針2025」において反映すること
を要請しました。

要請内容を説明する内藤会長と長谷川事務局長
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